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笠間市循環型社会形成推進地域計画

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項

（１）対象地域

構 成 市 町 村：笠間市

面 積：240.25km2

人 口：73,552 人（令和 5年 3月 31 日現在）

※出典：笠間市人口統計（住民基本台帳旧市町別人口）

※各地区面積については小数点第 2位まで表記

笠間市

（笠間地区）

笠間市

（友部地区）

笠間市

（岩間地区）
合計

面積（km2） 131.61 58.71 49.93 240.25

人口（人） 23,801 35,308 14,443 73,552
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（２）計画期間

本計画は、令和 6年 4月 1日から令和 11年 3月 31 日までの 5年間を計画期間とする。

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。

（３）基本的な方向

笠間市（以下、「本市」という）は、首都圏から約 100km、茨城県のほぼ中心

に位置しており、栗の栽培が盛んで、耕地面積、収穫量ともに全国一の栗の産

地である。

本市では、令和 3 年 3 月に第 2 次笠間市環境基本計画を見直し、地球温暖化

対策とごみ減量化に対する取り組みを強化し、令和 2 年 7 月に宣言したプラス

チックごみゼロ宣言と併せ、令和 3 年 4 月 1 日に「環境負荷ゼロへの挑戦」と

して、「ゼロカーボンシティ宣言」をし、脱炭素社会の実現を目指した地球温

暖化対策や廃プラスチックの削減に重点を置き、取り組んでいる。

廃棄物の処理については、ゼロエミッション等のごみ減量化に向けた事業活

動を促進している。また、市内全域を統一したごみ処理体制の構築をし、より

細かな分別を行うことでごみの資源化、減量化に取り組む。

生活排水処理においては、涸沼川や巴川をはじめとした大小河川の水質環境

保全を推進することを踏まえ、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換推

進を図る。

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

ごみ焼却施設からのダイオキシン類の発生抑制や施設稼動の効率性、施設整備に係

る財政負担の軽減などから、茨城県は、平成 10年 4月に「ごみ処理広域化計画」を定
めたが、令和 4年 3月にごみ処理を取り巻く状況が大きく変化していることなどを踏
まえ、計画を見直し、広域化を促進してきた。

本市のごみ処理については、令和 2年 3月に笠間・水戸環境組合が解散したことに
より、本市が引き継ぐこととなった。今後の一般廃棄物の処理における課題解決の方策

を見極め、更なる排出抑制・再資源化、ごみ処理体制の統一化などについて検討するこ

とが必要となる。

令和 4年度からは新たな清掃施設の整備に向けた事業を進めていく。当面は単独で
のごみ処理を継続するが、今後は茨城県のごみ処理広域化計画に基づき広域化の検討

を行うこととする。
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（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容（経過措置適用）

プラスチック資源は当面の間可燃ごみとして焼却処理を継続するが、令和１２年度

稼働予定の新清掃施設の稼働に合わせて、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集を

新たに行う。

また、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づき、プラスチック

資源の循環促進を図るため、市民がプラスチック使用製品廃棄物やプラスチック容器

包装廃棄物の排出を抑制し、また適正な分別排出を行うよう、ホームページや広報紙

のほかごみ処理ハンドブックなどで市民への周知を徹底する。

今後はコストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら資源化に

向けた分別収集・再商品化の実施方法や実施時期などの検討をしていく。

２．循環型社会形成推進のための現状と目標

（１）一般廃棄物等の処理の現状

令和 4年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 1のとおりである。

なお、焼却に伴う余熱は場内給湯及びゆかいふれあいセンターの温水プールやお風呂

に利用している。

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 4年度）

集団回収量 総資源化量

2,799t

11.1%

直接資源化量 処理後再生利用量

1,735t 726t

7.0% 処理残渣量 2.9%

3,081t

排出量 計画処理量 中間処理量 12.4% 処理後最終処分量

24,851t 23,116t 2,355t

100.0% 93.0% 減量化量 9.5%

20,035t

直接最終処分量 80.6% 最終処分量

自家処理量 0t 2,355t

0.0% 9.5%

338t

24,851t

0t
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34,836人 (47.4%)

58,818人 (80.0%) 6,700人 (9.1%)
総人口

73,552人 浄化槽汚泥発生量
17,282人 (23.5%) 21,017kL/年

5,236人 (7.1%)

14,734人 (20.0%) し尿発生量
9,498人 (12.9%) 1,910kL/年

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

未処理人口
非水洗化人口

（２）生活排水の処理の現状

令和 4年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥などの排出量は図 2のとおりである。

※汚水衛生処理人口：汚水処理人口に接続されている人口

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

図 2 生活排水の処理状況フロー（令和 4年度）
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（３）一般廃棄物等の処理の目標

本計画期間中には、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1及び図 3

のとおり目標について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標

※1排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・減量化量・埋立処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量

＋集団回収量に対する割合

※2（1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

※3（1人当りの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

≪指標の定義≫

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）［単位：トン］

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量［単位：MWh］及び熱利用量［単位：GJ］

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残さ量の差［単位：トン］

最終処分量：埋立処分された量［単位：トン］

図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 11年度）

排出量 トン トン （ -3.76% ）

1事業当たりの排出量※２ トン/事業所 トン/事業所（ -25.00% ）

排出量 トン トン （ -20.03% ）

1人当たりの排出量※３ kg/人 kg/人 （ -43.45% ）

合計　事業系家庭系排出量合計 トン トン （ -16.09% ）

トン （ 6.70% ） トン （ -44.10% ）

トン （ 13.60% ） トン （ 20.70% ）

熱回収量

減量化量 トン （ 0.00% ） トン （ 0.00% ）

最終処分量 トン （ 11.20% ） トン （ 24.90% ）

現状（割合※１） 目標（割合※１）

（令和4年度） （令和11年度）

6,349 6,110

2.4 1.8

19,822 15,851

364.3 206.0

26,171 21,961

直接資源化量 1,756 981

総資源化量 3,555 4,293

熱回収量 ― ―

中間処理による減量化量 0 0

埋立最終処分量 2,919 2,192

指　標

排出量

事業系

生活系

再生利用量

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

981t 2,097t

4.5% 処理残渣量 9.5%

4,289t

排出量 計画処理量 中間処理量 19.5% 処理後最終処分量

21,961t 20,980t 2,192t

100.0% 95.5% 減量化量 10.0%

16,691t

直接最終処分量 76.0% 最終処分量

自家処理量 0t 2,192t

0.0% 10.0%

21,961t

0t

4,293t1,215t



6

（４）生活排水の処理の目標

生活排水処理については、表 2に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備など

を進めていくものとする。

表 2 生活排水処理に関する現状と目標

※ 出典：浄化槽等処理人口調査より

図 4 生活排水の処理状況フロー（令和 11年度）

 公共下水道 34,836 人 (47.4%) 34,543 人 (48.8%)

 農業集落排水施設 6,700 人 (9.1%) 5,946 人 (8.4%)

 合併処理浄化槽 17,282 人 (23.5%) 22,047 人 (31.1%)

 未処理人口
※ 14,734 人 (20.0%) 8,255 人 (11.7%)

 合　　計 73,552 人 (100.0%) 70,791 人 (100.0%)

し尿・ 汲み取りし尿量 1,910 kL (8.3%) 1,003 kL (4.3%)

汚泥の量 浄化槽汚泥量 21,017 kL (91.7%) 22,349 kL (95.7%)

合　　計 22,927 kL (100.0%) 23,352 kL (100.0%)

※　「未処理人口」の人口は、単独処理浄化槽の人口、し尿処理人口及び自家処理人口の合計値である。

項目
現状

（令和4年度）
目標

（令和11年度）

処
理

形
態

別
人

口

34,543人 (48.8%)

62,536人 (88.3%) 5,946人 (8.4%)
総人口

70,791人 浄化槽汚泥発生量
22,047人 (31.1%) 22,349kL/年

2,725人 (3.8%)

8,255人 (11.7%) し尿発生量
5,530人 (7.8%) 1,003kL/年

未処理人口
非水洗化人口

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽
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３．施策の内容

（１）発生抑制、再使用の推進

①排出抑制・再資源化計画

排出抑制・再資源化計画として、表 3に示す取り組みを推進する。

表 3 発生抑制・排出抑制のための取り組み（１／２）

ごみ減量化の推進

・事業者に対して、製造、加工、販売等の事業活動によって生じる廃棄物の再利用を通じ

た廃棄物の減量化を促進する。

・生ごみを堆肥化し、その堆肥を農業従事者などで有効利用できる仕組みについて検討

する。

・環境配慮商品利用やレジ袋の有料化、マイバッグの取り組みの拡大を通じて、市民の環

境に配慮した消費行動を促進する。

・市民が企画・開催するフリーマーケットなどのイベント支援や、リサイクルに関する情

報提供の充実を通してリユースを促進する。

資源の循環利用の推進

・先進的なリサイクル技術の導入や取り組みを行っている市内企業を支援し、資源の循

環利用を促進する。

・公共下水道及び農業集落排水における汚泥の再利用について検討する。

・資源物団体回収や地域リサイクル活動など、市民の自主的なリサイクル活動を支援す

る。

・小型家電製品や廃食用油を回収し、資源の循環利用を推進する。

市民・事業者のごみの適正処理の促進

・４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル）運動の啓発活動を通じ、ごみ

の発生抑制・再利用・リサイクルに関する意識の普及啓発に努める。

・ごみの分別収集を適宜見直し、市民に対して、収集日程や適切なごみ出しのルール・マ

ナーを分かりやすく周知する。

適切な収集体制の確立

・収集業者と連携し、効率的かつ円滑なごみ収集を推進する。

・ごみ集積ボックスの設置を補助するなど、集積所の美化対策を推進する。

・高齢者、障害者等を対象とした不燃ごみ・資源物専用の収集袋の導入をしており、全て

の市民が利用しやすいさらなる収集体制の構築を進める。
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表 3 発生抑制・排出抑制のための取り組み（２／２）

ごみ減量化に向けた事業活動の促進

・事業活動に伴う廃棄物再生利用品の開発を促進するとともに、市では率先して再生利

用品を購入する。

・国が推進する環境マネジメントシステムの構築など、事業活動における廃棄物の減量

化・リサイクルへの取り組みを促進する。

・異業種間における資源の循環利用の推進によりゼロエミッションの促進に努める。

・事業活動における簡易包装の普及啓発に努め環境に配慮するエコショップ制度認定店

舗の推進を図るとともに、広く消費者にＰＲし普及を促進する。

プラスチックごみゼロ宣言

・本市では、令和元年 9月 1日より「ワンウェイプラスチック削減に向けた取り組み」
を実施しており、検証の結果から今後はその取り組みを更に拡大させている。次のステ

ップの展開にあたり、全国で実施しているプラスチック製買物袋の有料化と併せ、令和

2年 7月 1日に「プラスチックごみゼロ宣言」を表明した。使い捨てプラスチック削減
に向け、市民や事業所への啓発事業や 4R運動の更なる推進を行う。

ゼロカーボンシティ宣言

・本市では、令和 3年 4月 1日に「ゼロカーボンシティ宣言」（環境負荷ゼロへの挑戦）
を表明し、脱炭素社会の実現を目指した地球温暖化対策や廃プラスチックの削減に重

点を置き、取り組んでいる。

一般廃棄物処理手数料等

・一般廃棄物の減量の推進を図るため、可燃ごみ収集袋等、ごみ搬入における一般廃棄物

処理手数料について検討する。また、市民が持ち込む生活系ごみの自己搬入受付曜日等

についても検討する。

プラスチック資源の分別収集及び再商品化

・プラスチック資源は当面の間可燃ごみとして焼却処理を継続するが、令和１２年度稼

働予定の新清掃施設の稼働に合わせて、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集を新た

に行う。
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②ごみの排出抑制のための方策に関する事項

ア 行政の役割

本市は、循環型社会への取り組みの推進役としての役割を踏まえ、一般廃棄物処理基本

計画を策定するとともに、計画において定められた施策を着実に実施する。また、新たな

ごみ減量化のための施策に取り組む。

また、第２次笠間市環境基本計画において、「資源循環型まちづくりプロジェクト」を

重点事業の一つとして掲げ、次の取り組みを行う。

イ 市民の役割

市民は、日常生活における廃棄物の排出抑制に努め、市が実施する施策に積極的に協力

する。

また、ごみ減量とリサイクルに向けた取り組みを推進するために、次の取り組みを行う

よう心がける。

・４Ｒ運動の啓発活動等を通じ、ごみの発生抑制・再利用・リサイクルに関する意識の普

及啓発に努める。

・事業者に対して、製造、加工、販売などの事業活動によって生じる廃棄物の再利用・再

生利用を通じた、廃棄物の減量化を促進する。

・資源物団体回収や地域リサイクル活動など、市民の自主的なリサイクル活動を支援す

る。

・新たなごみ減量化のための施策、細かな分別を推進し、ごみの資源化、減量化を図る。

・日々の生活から生ごみを減らす工夫に務めるとともに、生ごみを堆肥化するなどし、ご

みの減量化やリサイクルに努める。

・買い物ではエコショップを優先的に利用し、環境に配慮した商品を積極的に購入する。

・買い物の際にはマイバッグを持参し、レジ袋削減に協力する。

・フリーマーケットへの参加・出店や広報等のリサイクル情報を活用し、不用品を再利用

する。

・各種リサイクル関連法に基づき、使用済み家電等はリサイクルや適正処理に努めると

ともに、自主的にリサイクル活動を行う。

・収集日程を把握し、市の分別方法や適切なごみ出しのルール、マナーを順守する。

・集積所の美化に努める。

・市が実施するごみ減量化及びリサイクル活動に協力する。
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ウ 事業者の役割

事業者は、自らの責任と負担において、その事業活動に伴って生じる廃棄物の発生を抑

制し、再利用等を図ることで、その減量に努めるとともに、廃棄物を適正に処理する。ま

た、自らの責任と負担において、その事業活動にかかる製品その他のものが使用され、又

は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するよう努める。さらに、事業活動にお

いて、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料や役務等を利用し、市が実施

する施策に積極的に協力する。

また、ごみの減量とリサイクルに向けた取り組みを推進するために、次の取り組みを行

うよう心掛ける。

③生活排水対策

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。

・「笠間市生活排水ベストプラン」（平成 27年 9月策定）
・浄化槽の助成制度については、市広報誌等で周知を図る。

・台所における調理くずや食物残さの回収、食器等の汚れをまず拭き取ってから水洗いする

こと等、市民への協力の要請

・飲食店や食品加工場等では、生ごみを減らす工夫に努めるとともに、生ごみ処理機を活

用するなどし、飼料や肥料として減量化やリサイクルに努める。

・畜産農家は畜産排泄物の堆肥化に努めるとともに、農業従事者は堆肥の受け入れに努

める。

・エコショップ制度に登録するとともに、環境に配慮した商品の販売に努める。

・マイバッグ運動に参加し、レジ袋削減に協力する。

・市が定める分別方法を順守する。

・国が推進する環境マネジメントシステムの構築など、事業活動における廃棄物の減量

化・リサイクルに努める。

・廃棄物再生利用品の開発など、ゼロエミッションを推進する。
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（２）処理体制

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法については、表 4のとおりである。

本市におけるごみ処理体制は、２地区体制となっており、笠間地区（旧笠間市）にお

いては一般財団法人茨城県環境保全事業団が運営する「エコフロンティアかさま」に中

間処理及び最終処分を委託し、友部・岩間地区（旧友部町、旧岩間町）については、令

和２年３月に「笠間・水戸環境組合（一部事務組合）」を解散し、本市の単独運営とな

った「笠間市環境センター」で中間処理及び最終処分を行っている。

ごみ処理体制については、ごみ処理検討委員会の最終報告において、効率性や経済性

を含め、処理方法、処理体制の統一化等が必要とされた。

このため、既存の施設を利用した体制を継続し、令和１２年度稼働を計画している新

たな施設により、エネルギー回収を行う。

また、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」に伴う使用済みプラス

チック製品の分別を行い、新しい分別区分により運営していく。

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後

今後とも生活系ごみの分別区分に準じ、排出者自ら直接搬入していく。また、多量排

出事業者に対しては、事業所における事業系ごみの減量や処理に関する計画の作成及

び処理方法についての指導を行っていく。
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・
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缶

ス
プ
レ
ー
缶

ス
プ
レ
ー
缶

缶
・
び
ん

缶
・
び
ん

選
別
・

再
資
源
化

缶
・
び
ん

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

圧
縮
・

再
資
源
化

ペ
ッ
ト
ボ
ト

ル

紙
類

紙
類

紙
類

布
布

布

発
泡
ト
レ
イ

使
用
済
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

製
品

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品

有
害
ご
み

発
泡
ト
レ
イ

圧
縮
・

再
資
源
化

発
泡
ト
レ
イ

廃
食
用
油

有
害
ご
み

再
資
源
化

有
害
ご
み

小
型
家
電

廃
食
用
油

市
役
所
・
支
所
で

一
時
保
管

廃
食
用
油

小
型
家
電

小
型
家
電

現
状
（
令
和
2年
度
）

今
後
（
令
和
11
年
度
）

分
別
区
分

処
理
方
法

処
理
施
設
等

分
別
区
分

処
理
方
法

処
理
施
設
等

分
別
区
分

可
燃
ご
み

焼
却

笠
間
地
区
：
エ
コ
フ
ロ

ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま

友
部
地
区
、
岩
間
地

区
：
笠
間
市
環
境
セ
ン

タ
ー

（
焼
却
施
設
）

諏
訪
ク
リ
ー
ン
パ
ー
ク

（
第
Ⅰ
期
分
）

可
燃
ご
み

焼
却

焼
却

笠
間
市
直
営

又
は
民
間
活
用

環
境
セ
ン
タ
ー

（
ご
み
焼
却
処
理

施
設
）

諏
訪
ク
リ
ー
ン
パ
ー
ク

（
第
Ⅱ
期
分
）

可
燃
ご
み

粗
大
ご
み

笠
間
市
直
営

又
は
民
間
活
用

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

資
源
化
業
者
に

引
き
渡
し

リ サ イ ク ル

( 破 砕 ・ 選 別 圧 縮 等 ）

笠
間
市
環
境
セ
ン
タ
ー

資
源
化
業
者
に

引
き
渡
し

破
砕
・
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（３）処理施設等の整備

ア．廃棄物処理施設

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 5のとおり必要な施設

整備を行う。

表 5 整備する処理施設

（整備理由）

事業番号 1･2 既存施設の老朽化及び安定的なごみ処理体制を維持するため

イ 合併浄化槽の整備

合併処理浄化槽の整備については、表 6のとおり行う。

表 6 合併処理浄化槽の整備計画

事業

番号

整備施設種類

施設名
事業名

処理

能力
設置予定地 事業期間

国土強靭

化計画

プラ要件化

の経過措置

の適用事業

1

ごみ焼却施設

(メタンガス化

施設)

エネルギー

回収型廃棄

物処理施設

整備事業

54ｔ/日

(32t/日)

笠間市長兎路

仁古田入会地

1番 172

R8～R12
笠間市国土

強靭化計画
〇

2
リサイクル

センター

マテリアル

リサイクル

推進施設整

備事業

14ｔ/日

笠間市長兎路

仁古田入会地

1番 172

R8～R12 ― 〇

事

業

番

号

事 業

直近の整備済

基数(基)

（令和 5年度）

整備計画

基 数

（基）

整備計画

人 口

（人）

事業期間
国土強靭化

計画

3 合併浄化槽整備 56 600 1,875 R6～R10 －



14

（４）施設整備に関する計画支援事業

（３）アの施設整備に先立ち、表 7のとおり計画支援事業を行う。

表 7 実施する計画支援事業

事業番号 事業名 事業内容 事業期間

プラ要件

化の経過

措置の適

用事業

4

エネルギー回収型廃棄物処

理施設整備事業及びマテリ

アルリサイクル推進施設整

備事業に係る発注仕様書等

作成業務

発注仕様書作成等 R6～R7 ―

エネルギー回収型廃棄物処

理施設整備事業及びマテリ

アルリサイクル推進施設整

備事業に係る基本計画策定

業務

基本計画策定 R4～R6 ―

エネルギー回収型廃棄物処

理施設整備事業及びマテリ

アルリサイクル推進施設整

備事業に係る生活環境影響

調査業務

生活環境影響調査 R4～R6 ―
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（５）その他の施策

ア ごみの分別区分

ごみの分別区分は、令和 3年度までは新たな分別区分の検討を行いつつ、現在の体制

を維持する。令和 4年度は、新たな分別区分の具体化及び新たな分別体制へ移行し、令

和 5年度以降は収集体制統一化に併せて新たな分別区分が実施できることを目指して

進めていく。

イ 中間処理計画

今後の中間処理方式は、令和 4年度までは現在の処理体制（環境センター及びエコフ

ロンティアかさま）を継続するが、環境センターの稼働率（施設規模に対するごみ処理

量の割合）が低くなるとともに、処理コストが上昇することから、本市における今後の

効率的な処理方法、処理体制の統一化が必要となる。なお、令和 5年度からは統一した

新たな体制で笠間地区・友部地区・岩間地区の中間処理を本市が実施する。

ウ 余熱利用

本市の環境センターでは、焼却に伴う余熱を場内給湯及びゆかいふれあいセンター

の温水プールやお風呂に利用しており、新たな施設整備を行うまで継続する。新たな施

設整備を計画する際には、施設規模に応じて積極的に発電等、熱利用することを検討す

る。

エ 災害時対策

災害により発生した廃棄物は一般廃棄物とし、「笠間市災害廃棄物処理計画」に基づ

き、生活環境保全及び公衆衛生上支障のない方法で迅速に、かつ現有の人員、機材及び

処理施設で対応することを基本とする。特に甚大な被害の場合は、県、他市町村及び廃

棄物関係団体に対し、応援を求め、緊急事態に対処する。

災害時に発生する一般廃棄物の処理に関し、仮置場の管理運営体制及び搬入ごみの

分別区分並びに情報が途絶えたなかでの市民への周知手段など、国の指針や県のガイ

ドラインのほか、「笠間市災害廃棄物処理計画」に基づき迅速に対応する。

オ 不法投棄

地域と一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、ボランティ

ア監視委員ほか環境パトロールによる指導、県等関係機関との連携によるパトロール

の強化や啓発看板の設置等を行い、不法投棄の防止を図る。
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カ 住宅医療廃棄物

住宅医療廃棄物は、廃棄物処理法第 6条第 2 項第 1 号の規定に基づき、市町村が一

般廃棄物処理計画に従って、その区域内における当該廃棄物を生活環境の保全上支障

が生じないように収集・運搬、及び処分しなければならないこととされている。現段階

で最も望ましい処理方法として、注射針等の鋭利なものは医療関係者あるいは患者・家

族が医療機関へ持ち込み、感染性廃棄物として処理する。その他の非鋭利なものは、令

和元年度から本市が一般廃棄物として処理している。
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４．計画のフォローアップと事後評価

（１）計画のフォローアップ

本市は毎年、計画の進捗状況を把握しその結果を公表するとともに、必要に応じて茨

城県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し計画の見直しを行う。

（２）事後評価及び計画の見直し

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと

する。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直

すものとする。
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様式１

１　地域の概要

人

(5)地域の要件

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

年度

 指標・単位 平成30年度

※別添資料として指標と人口の要因に関するトレンドグラフを添付

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

(1) 現有施設リスト

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１

(1)地域名 茨城県笠間市 (2)地域内人口                                                    73,552 (3)地域面積 240.40 k㎡

(4)構成市町村等名 笠間市 人口　　面積　　沖縄　　離島　　奄美　　豪雪　　山村　　半島　　過疎　　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　標

令和元年度 令和2年度 令和３年度 令和4年度 令和11年度

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 開始年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 想定される浸水深と対策 備考

ごみ焼却処理施設 笠間市環境センター 笠間市 ストーカ式
105t/日

(52.5t/16h×2炉)
H14.8 R10.3 未定 想定なし

粗大ごみ処理施設 笠間市環境センター 笠間市 併用式 35t/5h H14.8 R10.3 未定 想定なし

リサイクルセンター 笠間市環境センター 笠間市 圧縮梱包・保管 2t/5h H12.4 R10.3 未定 想定なし

諏訪クリーンパーク
笠間市諏訪クリーン

パーク
笠間市 70,000m

3 H7.5 R4 想定なし

事業系　総排出量（トン） 6,580 6,560 5,707 5,767 6,351 6,110 (R4比 -3.8%)

　　　　１事業所当たりの排出量（トン/事業所） 1.94 1.93 1.68 1.88 1.86 1.80 (R4比 -3.2%)

生活系　総排出量（トン） 19,220 19,072 19,746 20,140 19,822 15,851 (R4比 -20.0%)

　　　　1人当たりの排出量（kg/人） 231.1 233.5 241.5 271.6 268.9 206 (R4比 -23.4%)

合　計　事業系生活系の総排出量合計（トン） 25,800 25,632 25,453 25,907 26,173 21,961 (R4比 -16.1%)

再 生 利 用 量

直接資源化量（トン） 1,126 (4.4%) 1,125 (4.4%) 1,089 (4.3%) 1,805 (7.0%) 1,784 (6.8%) 981 (R4比 4.5%)

総資源化量（トン） 4,321 (16.7%) 4,251 (16.6%) 3,796 (14.9%) 3,472 (13.4%) 3,236 (12.4%) 4,293 (R4比 19.5%)

エネルギー回収量 エネルギー回収量 （年間の発電電力量　MWH） - - - - - -

減 量 化 量 減量化量（中間処理前後の差　トン） - - - - - -

最 終 処 分 量 埋立最終処分量（トン） 2,928 (11.4%) 3,137 (12.2%) 2,267 (9.0%) 2,326 (9.0%) 2,919 (11.2%) 2,192 (R4比 10.0%)

排 出 量
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（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方法 処理能力（単位） 竣工年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と
対策

プラスチック再商品化
を実施するための施

設整備事業
備考

ごみ焼却施設
（仮称）笠間市環境

センター
笠間市 未定 80ｔ／日 R11.3

既存施設の老朽化及び安定的なごみ
処理体系を維持するため

有
（笠間市環境センター）

未定 想定なし ― 令和10年度整備予定

リサイクルセンター
（仮称）笠間市環境

センター
笠間市 未定 15ｔ／5時間 R11.3

既存施設の老朽化及び安定的なごみ
処理体系を維持するため

想定なし 〇 令和10年度整備予定

４　生活排水処理の現状と目標

年度

 指標・単位

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理人率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理人率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理人率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口

汚水衛生処理人率又は汚水処理人口普及率

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、施設の予定

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　標

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和11年度

35,258 34,871 34,890 34,822 34,836 34,543 

45.7% 46.3% 46.7% 47.0% 47.4% 48.8%

6,542 6,549 6,477 6,684 6,700 5,946 

8.5% 8.7% 8.7% 9.0% 9.1% 8.4%

14,106 15,735 16,281 17,249 17,282 22,047 

18.3% 20.9% 21.8% 23.3% 23.5% 31.1%

27,582 18,161 17,085 15,391 14,734 8,255 

35.8% 24.1% 22.9% 20.7% 20.0% 11.7%

現有施設の内容 整備予定基数の内容

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 開始年度

合併浄化槽整備 笠間市 5,931 15,735 H3.4 600 1,875 

総人口 77,068 75,316 74,733 74,146 73,552 70,791 (R4比 -3.8%)

公共下水道 (R4比 -0.8%)

集落排水施設等 (R4比 -11.3%)

合併処理浄化槽等 (R4比 27.6%)

未処理人口 (R4比 -44.0%)

施 設 種 別 事 業 主 体 備    考
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様 式 ２

単位 開始 終了 開始 終了 合計
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度 合計
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度

3 ,388 ,000 0 0 847 ,000 847 ,000 1 ,694 ,000 2 ,464 ,000 0 0 616 ,000 616 ,000 1 ,232 ,000

2 笠間市 14 ｔ/日 R8 R12 R8 R12 3,388,000 847,000 847,000 1,694,000 2,464,000 616,000 616,000 1,232,000 R8-R12

8 ,272 ,000 0 0 2 ,068 ,000 2 ,068 ,000 4 ,136 ,000 6 ,996 ,000 0 0 1 ,749 ,000 1 ,749 ,000 3 ,498 ,000

54 ｔ/日 R8 R12 R8 R12 5,128,640 1,282,160 1,282,160 2,564,320 4,337,520 1,084,380 1,084,380 2,168,760 R8-R12

32 t/日 R8 R12 R8 R12 3,143,360 785,840 785,840 1,571,680 2,658,480 664,620 664,620 1,329,240 R8-R12

282 ,450 56 ,490 56 ,490 56 ,490 56 ,490 56 ,490 282 ,450 56 ,490 56 ,490 56 ,490 56 ,490 56 ,490

3 笠間市 R6 R10 R6 R10 282,450 56,490 56,490 56,490 56,490 56,490 282,450 56,490 56,490 56,490 56,490 56,490

42 ,588 25 ,785 16 ,803 0 0 0 42 ,588 25 ,785 16 ,803 0 0 0

笠間市 R4 R6 R4 R6 4,180 4,180 4,180 4,180 R4-R6

笠間市 R4 R6 R4 R6 4,802 4,802 4,802 4,802 R4-R6

笠間市 R6 R7 R6 R7 33,606 16,803 16,803 33,606 16,803 16,803

11 ,985 ,038 82 ,275 73 ,293 2 ,971 ,490 2 ,971 ,490 5 ,886 ,490 9 ,785 ,038 82 ,275 73 ,293 2 ,421 ,490 2 ,421 ,490 4 ,786 ,490

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。

※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。

※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。

※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。

※５　事業が地域計画を跨ぐ場合は参考覧に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象部分のみを行う期間も含む

※６　廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を記載すること。

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２　(令和6年度）

事　業　種　別 規　模
事業期間

※５
交付金交付期

間
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

事　業　名　称

○マテリアルリサイクル等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ処理施設整備事業

メタンガス化施設

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業

○施設整備に関する計画支援事 業

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業
及びマテリアルリサイクル推進施設整備事業
に係る基本計画策定業務

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業
及びマテリアルリサイクル推進施設整備事業
に係る生活環境影響調査業務

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業
及びマテリアルリサイクル推進施設整備事業
に係る発注仕様書等作成業務

合     　　計

事業
番号
※１

事業主体
名称※２

備　　考

1 笠間市
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(1) 事業主体名

(2) 施設名称

(3) 工期 令和 8 年度 ～ 令和 12 年度

(4) 施設規模 14 ｔ/日

(5) 形式及び処理方式

(6) 地域計画内の役割

(7)
廃焼却施設解体
工事の有無

(8) ストックヤード対象物

(9)
容器包装リサイクル推進
施設の内訳

(10) スラグの利用計画

(11) 総事業計画額

【参考資料様式１】

施 設 概 要　（マテリアルリサイクル施設系）

都道府県名　茨城県

　笠間市

（仮称）笠間市環境センター

処理能力

　破砕・選別・貯留

既存施設の老朽化及び安定的なごみ処理体制を維持するため

有　　無

「ストックヤード」を整備する場合

びん・缶・ペットボトル・新聞・小型家電　等

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合

プラスチック選別ライン

「灰溶融施設」を整備する場合

3,388,000千円
（全体　8,470,000千円）

うち、交付金対象事業費　2,464.000千円
（全体　6,160,000千円）　
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(1) 事業主体名

(2) 施設名称

(3) 工期 令和 8 年度 ～ 令和 12 年度

54 ｔ/日

32 ｔ/日

(5) 形式及び処理方式

(6) 余熱利用の計画

(7) 地域計画内の役割※1

(8)
廃焼却施設解体
工事の有無

(9) 燃料の利用計画

(10) バイオガス熱利用率

(11) バイオガスの利用計画

(12) 総事業計画額

【参考資料様式2】

施 設 概 要　（エネルギー回収施設系）

都道府県名　茨城県

　笠間市

（仮称）笠間市環境センター

焼却：処理能力 （27ｔ　×　２炉）

メタン化：処理能力

焼却施設：ストーカ式（全連続運転）
メタンガス化：乾式メタン発酵　

　１．発電の有無　　　　有（発電効率　　％）　・無
　２．熱回収の有無　　 有（熱利用率　　％）　・無
　エネルギー回収率　11.5％以上

既存施設の老朽化及び安定的なごみ処理体制を維持するため

有　　無

「ごみ燃料化施設」を整備する場合

該当なし

「メタンガス化施設」を整備する場合

　　350　　　kWh/ごみ　以上

発電または熱利用

8,272,000千円
（全体　20,680,000千円）

うち、交付対象事業費　6,996,000千円
（全体　17,490,000千円）

(4) 施設規模
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【参考資料様式７】

施 設 概 要 （浄化槽系）
都道府県名 茨城県

○ 事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模
【浄化槽設置整備事業の場合】

(1) 事業主体名 笠間市

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

(3) 事業の実施目的及び内容

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、

浄化槽の設置に要する経費に対し、予算の範囲内において

補助金を交付する。

(4）事業期間 令和6年度～令和10年度

(5) 事業対象地域の要件
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他

該当する対象地域を選択する。

(6) 事業計画額

交付対象事業費 282,450 千円
うち （以下の事業を実施する場合）

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費

区分
交付対象基数
（ 人分）

基準額合計 総事業費
交付対象
事業費

5人槽 300 基（ 750人分） 384 千円 115,200 千円 115,200 千円

6～ 7人槽 250 基（ 875人分） 462 千円 115,500 千円 115,500 千円

8～10人槽 50基（ 250人分） 585 千円 29,250 千円 29,250 千円

11～20人槽 基（ 人分）

21～30人槽 基（ 人分）

31～50人槽 基（ 人分）

51人槽以上 基（ 人分）

宅内配管費 15基 300 千円 4,500 千円 4,500 千円

撤去費 200基 90 千円 18,000 千円 18,000 千円

改築費(災害) 基

改築費(長寿命
化)

基

浄化槽整備
効率化事業費

台帳作成費

計画策定等調査費

効率的な転換促進及び管
理適正化推進費

合 計
600 基

※基数の合計には、宅内配管

費、撤去費、改築費を除く。

千円 282,450 千円 282,450 千円



－添付資料 7－

(1) 事業主体名

(2) 事業目的

(3) 事業名称

(4) 事業期間

(5) 事業概要

(6) 総事業計画額※1

※1　事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧書きすること。

【参考資料様式8】

計 画 支 援 概 要

都道府県名　茨城県

笠間市

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備事業及びマテリアルリサイクル推進施設整備
のため

エネルギー回収型廃棄
物処理施設整備事業及
びマテリアルリサイクル
推進施設整備事業に係
る発注仕様書等作成業
務

エネルギー回収型廃棄
物処理施設整備事業及
びマテリアルリサイクル
推進施設整備事業に係
る基本計画策定業務

エネルギー回収型廃棄
物処理施設整備事業及
びマテリアルリサイクル
推進施設整備事業に係
る生活環境影響調査業
務委託

R6～R7 R4-R6 R4-R6

発注仕様書等作成 基本計画策定 生活環境影響調査

16,803千円
（全体33,606千円）

うち、交付金対象事業費

16,803千円
（全体33,606千円）

4,180千円
（全体13,585千円）

うち、交付金対象事業費
4,180千円

（全体13,585千円）

4,802千円
（全体18,827千円）

うち、交付金対象事業費
4,802千円

（全体18,827千円）
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別添資料① 対象地域図

出典：笠間市ホームページ
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別添資料② 主な指標のトレンドグラフ（一般廃棄物の減量化・再利用の現状と

予測）

図 1 人口及び事業所数の推移

図 2 ごみ排出量の推移

図 3 1 人あたりの排出量及び 1事業所あたりの排出量の推移

※令和元年 3月で旧内原町の搬入が終了したことにより、令和 2年度は総排出量が減少
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図 4 総資源化量の推移

図 5 中間処理による減量化量の推移

図 6 最終処分量の推移
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図 7 生活排水形態別人口の推移
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別添資料③ 現有施設の概要

本市の現有施設については表 1から表 2のとおりである。

各施設の災害対策については「笠間市地域防災計画」（平成 19 年 12 月策定、令和 3

年 2月改定）及び「笠間市災害廃棄物処理計画」（令和 2年 6月策定）に基づき、適正

かつ迅速な処理体制の整備を図る。

表 1 中間処理施設

施設区分 概要

焼却施設

名称 笠間市 環境センター

所在地 笠間市長兎路仁古田入会地 1－62

処理能力 105ｔ/日（52.5ｔ/16ｈ×2基）

破砕処理施設

名称 笠間市 環境センター

所在地 笠間市長兎路仁古田入会地 1－62

処理能力 35ｔ/5ｈ

資源化施設

名称 笠間市 リサイクルセンター

所在地 笠間市長兎路仁古田入会地 1－62

処理能力 2.0ｔ/5ｈ
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表 2 最終処分場

概要

名称 笠間市 諏訪クリーンパーク

所在地 笠間市平町北ノ久保 1106－1

埋立面積/全体容積
第Ⅰ期 9,500 ㎡/70,000 ㎥

第Ⅱ期 11,000 ㎡/48,600 ㎥

残余容量
第Ⅰ期 埋立完了

第Ⅱ期 令和６年５月１０日埋立開始
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別添資料④ 浄化槽設置整備事業区域図
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別添資料⑤ 対象区域ハザードマップ

出典：笠間市ハザードマップ

笠間市 諏訪クリーンパーク

笠間市環境センター

・ごみ焼却施設

・粗大ごみ処理施設

・リサイクルセンター


